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【研究要旨】  
DMAT 創設から 20 年が経過する中で対応した実災害の知見を踏まえて、活動内容や教育
内容の転換が行われてきた。令和 6 年能登半島地震における DMAT 派遣は 1 か月に及
び、さらなる検討するべき課題があった。より大規模な地震災害や富士山大規模噴火など
従前の対応スキルだけでは困難が予想される課題の解決のために、より効率化した仕組み
を構築する必要がある。そこで、以下の研究をまとめた。①南海トラフ地震における被災
県と DMAT の対口支援案の策定②大規模富士山噴火において DMAT 活動のあり方③
DMAT 派遣や隊員の資格更新に関わる課題の抽出④病院行動評価群 Ver4 による被災病院
の評価法の確立⑤将来的 DX 戦略。2025 年から運用される新 EMIS を含めて、IT・デジタ
ル基盤の活用を踏まえて、被災地外での DMAT の利活用なども含めて、より効率的な運
用と、今後の DMAT 養成や教育に資する提言をまとめた。 
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A． 研究目的  

非常に広範囲の被害が想定される南海ト
ラフ地震と首都機能に多大な影響を及ぼす
大規模富士山噴火における医療支援及び受
援のあり方は、従前より経験を積みあげて

きた地震・津波、水害などの自然災害での
対応の概念や方法では多くの困難を伴うと
想定される。一方、令和 6 年能登半島地震
における DMAT 派遣は 1 か月に及ぶ中
で、様々な課題も見えた。これを踏まえて
以下の研究目的を設定した１）南海トラフ
地震における被災県と DMAT の対口支援
案を事前に策定すること 2）大規模富士山
噴火において DMAT 活動の障壁になる事
態を検証し、活動のあり方について検討す
ること。３）DMAT 派遣や隊員の資格更
新に関わる課題を抽出すると４）効率化し
た活動のために必要な被災病院の評価法を
確立すること５）将来的 DX 戦略を検討す
ること。 



Ｂ．研究方法 
 １）【南海トラフ地震】南海トラフ地震
被災の可能性から全国を 3 つの地域に分類
した内閣府想定（重点的に受援が必要な地
域、被災が想定される地域、被災が想定さ
れない地域）に準じて、DMAT 所属の都
道府県を 3 エリアに分類した。使用する各
県 DMAT 数や災害拠点病院数は 2022 年 4
月時点のものを使用した。DMAT 派遣に
関する基本的方針を整理した。DMAT の
優先活動として「災害拠点病院・一般病院
支援」があることから、重点受援県の災害
拠点病院数、全病院入院患者数を医療支援
の需要として半定量化した。全病院の入院
患者数は厚生労働省 2020 年患者調査の概
要 、 都 道 府 県 別 受 療 率
（https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/h
w/kanja/20/index.html）よ り 算 出 し た 。
被災が想定されない地域の DMAT は、高
速道路ルートなど地勢的要素と受援需要の
大きさと支援チーム数を基本に、過去の経
験から本部運営経験のある研究担当者が合
議して需要に対する対口支援案を全域被災
（プラン A）、東部中心被災（プラン B）、
西部中心被災（プラン C）毎に作成した。 
２）【富士山噴火】富士山大規模噴火に伴
う降灰予想について内閣府の大規模噴火時
の広域降灰対策検討ワーキンググループ報
告を基に降灰シミュレーション情報を基に
した。降灰量に伴う社会インフラへの影響
を調査し、大規模噴火に伴う降灰を想定し
て災害支援活動を実施するうえでの課題を
抽出した。2023 年度 DMAT 関東ブロック
訓練において、富士山の大規模噴火に伴う
降灰を想定した実動訓練を実施し課題と対
応を検討した。 

３）【DMAT 派遣・隊員資格更新】ＥＭＩ
Ｓの情報から､令和 6 年能登半島地震にお
いて派遣要請を行った全国 DMAT 指定医
療機関のデータを抽出し DMAT の派遣実
績を調査した｡そして派遣に関わる障壁・
課題についてｱﾝｹｰﾄ調査を実施し､派遣の実
態(DMAT ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸﾁｰﾑを含む)や派遣に係
る課題の抽出等を行った｡回答はいずれも
複数回答可としている｡また、2005 年 4 月
から 2024 年 9 月までに DMAT 隊員資格を
取得した 18,129 名を対象に、EMIS から性
別、年代、職種、資格取得後年数、資格区
分などの構成状況を把握し、更新辞退者の
辞退理由について傾向を分析した。 
４）【病院行動評価群】平成 30 年度厚生労
働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推
進研究事業）「首都直下型地震・南海トラ
フ地震等の大規模災害時に医療チームが効
果的、効率的に活動するための今後の災害
医療体制のあり方に関する研究」（研究代
表小井土雄一）の分担研究「DMAT の効
果的な運用に関する研究」において、被災
病院の自己判断手順と判定結果を定型化し
た「病院行動評価群」について、用語の整
理と、判断項目の絞り込みにより実用性を
高めた病院行動評価群 Ver4 へ改定した。 
５）【DX】DMAT 活動の実例や、現状行わ
れている訓練や教育における情報管理・運
用を調査した。情報共有に関することと、
情報管理に関する事項に分け、①運用状
況・事実②課題を抽出③対策を検討した。 
Ｃ．研究結果 
１）【南海トラフ地震】南海トラフ地震プ
ラン A,B,C 毎に都道府県単位での対口支援
案を 表１，２，３に示した。 
２）【富士山噴火】風向により様々なシミ



ュレーションがおこなわれているが、いず
れにおいても神奈川県、東京都、千葉県に
おける降灰は避けがたい結果である。図 1
に示すように、0.5～2 ㎜程度の積灰で交通、
通信の障害や停電断水が見込まれるなど、
日常医療の継続に支障をきたす。また、
DMAT が分散した活動の状態で噴火する
と、孤立する可能性がある。長期間自己完
結できる資機材を準備し、事前に噴火した
場合の活動方針や注意事項を周知すること
が肝要である。噴火発生時にはまずは安全
を確保するために近隣の災害拠点病院など
へ退避し、BCP 見直しや職員の交代勤務に
着手しながら繰り返し状況を見極めた柔軟
な活動が求められる。 
３）【DMAT 派遣・隊員資格更新】DMAT
指定医療機関の派遣実態は､最低一度は
DMAT を派遣することができた医療機関
は､592 病院/839 病院(70.5%)であり、災害
拠点病院の派遣実態は、565 病院/775 病
院:72.9%が 1 回以上派遣を行った（表 3，
4）｡DMAT 派遣を行った医療機関の課題
としては､勤務調整や移動手段の確保に関
する事項が多く、安全確保など能登半島地
震に際して冬期の雪国であった特性が影響
した｡また、｢派遣資金｣という課題が 30%
以上の病院からみられた。基本的には災害
救助法に基づき費用支弁実施されるものの､
費用建て替えの障壁が大きいことを示して
いる｡派遣困難な施設の意見として、複数
の DMAT を確保できない､一部は管理職と
なっている、他の医療チームとして派遣済
み、などがあった｡ 
日本 DMAT 隊員資格の更新に関しては、
対象者 18,129 名の内、隊員資格有効者
13,964 名であり、隊員資格失効者 4,133 名、

隊員資格更新辞退申請者：223 名であった。
資格を更新しない主な辞退理由（重複回答
あり）は、指定医療機関からの異動 64 件、
退職・転職等 64 件で退職・異動理由は全
体の約半数を占めた。その他更新要件を満
たさない（研修への参加が難しかった等）
50 件、健康上・年齢的な問題 31 件、ワー
クライフバランス(家庭の事情)18 件、災害
時に活動できない 17 件、業務多忙・人手
不足 11 件、管理職になり対応困難 11 件が
あった。 
４）【病院行動評価群】病院行動評価群
Ver4 を策定し、運用マニュアルを「資料１」
に示した。 

 
５）【DX】2025 年度から新たに稼働する
クラウドによる情報共有基盤（新 EMIS）
の運用を前提とした DMAT 活動モジュー
ルにおいて、Command and Control(指揮
統制)に関わる情報をデジタル上で示すな
ど、input 機能と output 機能を持たせるこ
とを検討する必要がある。個人情報取り扱
いに関する教育を前提として、事前のアカ
ウント発行や新たな追加など、運用ルール
の明確化と管理体制を構築することが肝要
である。また DMAT 組織内外に情報シス
テム専門人材の部門（デジタル支援チーム
（仮称））を設置することで、システム構
築と改変、アカウント発行、マスタ管理機
能を設け、急遽必要なシステム改変などの
サポートが期待できる。情報の分析や加工



などを扱う専門部門の構築へ向けた検討も
有用である。そもそも災害救助法に基づく
被災地内活動であることから、都道府県等
自治体によるマスタ管理及び情報体制の運
用であること、さらに DMAT がこうした
情報管理する場合にも、自治体からの委託
業務として行うことなどの解釈を明確化す
ることが望まれる。こうした改変により①
責任ある情報管理体制を基盤として②IT・
デジタルの利点を活用することで、③弾力
的なシステム運用と④効率的な運用（少人
数・迅速）を目指すことになる。 

 

 

 

 

 
Ｄ．考察 
 想定される被災地域が非常に大きい南海
トラフ地震や富士山噴火では従来経験し改
善してきた手法だけでは対応困難が予想さ
れる。発災後に支援チームや参集場所・派
遣先が検討される従来の方法では、被災状
況の分析や対応方針の策定、指示など一連
の活動は特殊性を考慮することが求められ
るとともに、非常に複雑かつ膨大であり、
対応の遅延や不適切性のリスクが高まるこ
とが懸念される。南海トラフ地震に関して
は 30 年以内の発生確率が 80％まで高まる
中で、事前に対口支援案を構築して、対応
の準備や訓練を進めておくことの有用性を
示した。事前の支援受援計画を都道府県ご
とに策定し、事前に具体的な検討がなされ
ることで、課題を明確化して、対応策を講
じることが期待できる。また、大規模な富
士山噴火では、火山灰の特性に関する知見
が不足していることを自覚し、従来経験し
てきた他の自然災害とは異なる対応を強い
られる可能性を念頭に準備が必要である。 



情報の共有が困難であったり、膨大なデ
ータの分析が求められる災害に対して、よ
り簡便に被災状況を類型化する病院行動評
価群 Ver4 を活用するための啓発と教育が
重要になる。病院行動評価群判定のために
必要な情報が整理され、DMAT による病
院の被災状況把握において、その後の支援
の方針決定に大きく資する分類として汎用
化されて活用されていくことが期待できる。
なお、大きくシステムが改変され 2025 年
度より運用が開始される EMIS に評価群の
クライテリアが表示される予定であるが、
被災病院において端的にまず把握すべき機
能である電気、酸素、水に関する情報から
自動的にクライテリアが表示されるような
改変を早期に実施することが望まれる。 

令和 6 年能登半島地震において DMAT
は最長期間にわたり、最大チーム数が現場
で活動をした。しかし、石川県庁の保健医
療福祉調整本部内には、多種多様な支援チ
ームが存在し、DMAT においても多数の
本部要員を抱えて情報収集・分析、活動指
示などを行った。一方で、全国に配備され
ている全てのチームが出動することは種々
の理由によって困難であることもあらわに
なった。また、隊員資格を継続する上での
課題も資格更新辞退者の理由から「退職・
異動」や「業務負担」による自然減が大き
な要因である。家庭や育児との両立支援や、
管理職となった後でも災害時活動への関与
を柔軟に調整できる仕組みづくりも重要で
ある。 

しかし、今後発生の蓋然性が高まる南海
トラフ地震において、東部から西部まで広
域に地震が発生する「全割れ」型の場合に
は、大きく被災する重点支援県が 10 に及

ぶ。この場合の支援に関わる DMAT の需
給バランスは大きく不利である。本部活動
する人員を圧縮し、効率的に被災地域内に
派遣するとともに、今までより簡便かつ効
率的な情報収集や支援活動を実現化させな
ければならない。IT・デジタルを積極的に
導入するとともに、情報の分析や共有、活
動指示などの手法を改変していくことで、
どうしても不足する DMAT の活動内容や
配分を改変する DX を実装しなくてはなら
ない。EMIS の改変に合わせて DX 概念に
基づいた DMAT 活動への改変により、
DMAT 必要数の算出や実動可能なチーム
数対策の議論を転換する契機にする必要が
ある。 

 
Ｅ．結論 
 大きな需要が想定される大地震や富士山
噴火災害などについても検討したが従前の
対応だけでは非常に困難性が高く、被害量
の大きさに応じて支援量を増やすことは困
難である。一方、DMAT の派遣や隊員資
格の更新に関する障壁もあり、需要に応じ
て DMAT を多数養成することでは解決で
きない。これに対して DX を活用した運用
の転換など大きな変革による対応力強化を
目指すことが肝要である。 
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2.  学会発表 
〇阿南英明 特別演題「健康危機管理と救
急 医 療 の 接点 ～ 化学 テロ ・ 新 興 感染 症
（COVID-19）・地震災害（能登半島地震）
を振り返る～」第 38 回東北救急医学会総
会・学術集会・第 34 回日本救急医学会東
北地方会 2024.6.22（秋田） 
  
〇阿南英明 特別演題「健康危機管理と臨



床検査学～COVID-19 や能登半島地震を通
して～」第 33 回神奈川県臨床検査医学会
大会 2024.6.8（横浜）   
〇小谷聡司､阿南英明､小井土雄一.令和 6 年
能登半島地震における DMAT 派遣状況か
ら見える今後の DMAT 派遣戦略について,
第 27 回 日 本 臨 床 救 急 医 学 会 学 術 集
会,2024.7.19(鹿児島) 
〇阿南英明  近藤久禎 山崎元靖 高橋礼
子 小井土雄一 「病院機構評価群 Ver4
による病院の被災状況の評価と対応の標準
化」DMAT20 周年シンポジウム DMAT 活
動の変遷～病院・施設の機能評価 ～ 第 30
回 日 本 災 害 医 学 会 総 会 ・ 学 術 集 会 
2025.3.6（名古屋）〇阿南英明 「化学テロ
対応の根本的転換と神経剤解毒剤自動注射
器の導入」（シンポジウム） 地下鉄サリン
事件から 30 年～医療のテロ・CBERN 対策
はどう変わったか～第 30 回日本災害医学
会総会・学術集会 2025.3.８（名古屋）  
 〇阿南英明  高橋栄治 嶋村文彦 大友
康 裕  「 人命 救 助の 目的 達 成 の ため の
CBRNE 災害におけるトリアージ改変」（パ
ネルディスカッション） 災害のこれまでと
これからを考える～トリアージ～第 30 回
日本災害医学会総会・学術集会 2025.3.6
（名古屋）  
 〇阿南英明「感染症災害における倫理的
課題」（ELSI 検討委員会企画） 災害時の
ELSI：倫理的・法的・社会的課題と向き合
う（ ELSI 検討委員会）第 30 回日本災害医
学会総会・学術集会 2025.3.8（名古屋）
  
〇 Kondo Hisayoshi,  Koido Yuichi , Wakai 
Akinori, Kohayagawa Yoshitaka, Matsuda 
Hiroki, Anan Hideaki .「Diamond Princess 

Cruise Ship. COVID-19 Medical Operation 
by the National EMT, Japan DMAT」
WADEM 2023 2023.5.10.（Killarney） 
〇 Koido Yuichi, Akaboshi Kouki,  
Masudome Ruki, Ichikawa Manabu, 
Takahashi Ayako, Wakai Akinori, Anan 
Hideaki. 「Simulation Model of Required 
Pre-deployed Auto-injectors and Stockpiled 
Antidotes against Chemical Terrorism」
WADEM 2023 2023.5.10.（Killarney） 
〇阿南英明「コロナ保健医療対応から見る
健康危機管理の未来」総合危機管理学会第
7 回学術集会 2023.5.20.（横浜・Web） 
〇阿南英明「時相変化に応じた戦略・戦術
転換を前提とした健康危機マネジメントの
重要性」第 25 回日本医療マネジメント学
会学術総会 2023.6.24.（横浜・Web）. 
〇阿南英明「神奈川県での COVID-19 情報
基盤と感染制御支援の運用」第 72 回日本
感染症学会東日本地方会学術集会/第 70 回
日本化学療法学会東日本支部総会 合同学会 
2023.10.25.（東京） 
〇阿南英明「時相に応じた COVID-19 対応
のリスクコミュニケーションの振り返りと
課 題 」 第 82 回 日 本 公 衆 衛 生 学 会 総 会 
2023.11.2.（つくば） 
〇阿南英明 山崎元靖 村田沢人「富士山噴
火に伴う大量降灰が医療と支援活動に及ぼ
すインパクト」第 29 回日本災害医学会総
会・学術集会 2024.2.22₋24（京都） 
〇阿南英明 「COVID-19 の経験から行政
のクライシスコミュニケーションの課題を
探る」第 29 回日本災害医学会総会・学術
集会 2024.2.22₋24（京都） 
〇阿南英明 山崎元靖 澤畑良一 村田沢
人 近藤久禎 小井土雄一「南海トラフ地



震を想定した DMAT 活動の定量的分析」
第 29 回日本災害医学会総会・学術集会 
2024.2.22₋24（京都） 
〇阿南英明． 戦略的な COVID-19 対応策
と災害時医療との接点～感染症流行期にお
ける法歯科学～【特別講演】日本法歯科医
学会第 16 回学術大会 2022.5.15. （横浜） 
〇阿南英明．神奈川県におけるコロナ対応
戦略【特別講演】第 72 回日本病院学会 
2022.7.8. （松江） 
〇阿南英明.  病院薬剤師の役割が求められ
たコロナ医療体制【シンポジウム】日本病
院薬剤師会関東ブロック第 52 回学術大会 
2022.8.21. （横浜） 
〇阿南英明．COVID-19 の災禍発生時に構
築した保健医療体制を修正変更するロード
マップの必要性【シンポジウム】第 81 回
日本公衆衛生学会総会 2022.10.7. （山梨） 
〇阿南英明．救急医としての危機的対応～
必要なことを提供できないときの医療・高
カリウム血症への対処～【イブニングセミ
ナー】第 50 回日本救急医学会総会・学術
集会 2022.10.19. （東京） 
〇阿南英明．COVID-19 の体験は日本の医
療構造改変を導き出せるか【専門家セッシ
ョン】第 50 回日本救急医学会総会・学術
集会 2022.10.21. （東京） 
〇 阿 南 英 明 ．FUTURE CASTING
【FUTURE CASTING】第 50 回日本救急
医学会総会・学術集会 2022.10.21. （東
京） 
〇阿南英明。新型コロナウイルス感染症で

見えた地域包括ケアシステムの課題【特別
講演】国際リンパ浮腫フレームワーク・ジ
ャ パ ン 研 究 協 議 会 第 11 回 学 術 集 会 
2022.11.5.  
○阿南英明．救命という目的達成のために
動き出した CBRNE 災害・テロ対応の改変
～病院での対応を中心に～【特別企画 7】
第 28 回日本災害医学会総会・学術集会 
2023.3.10． （岩手） 
○阿南英明．COVID-19 対応経験から見た
健康危機管理対応の人材と組織の在り方
【シンポジウム】第 28 回日本災害医学会
総会・学術集会 2023.3.9.（岩手） 
○阿南英明．本邦における CBRNE 災害対
応の新たなトリアージ【シンポジウム６】
第 28 回日本災害医学会総会・学術集会 
2023.3.10.（岩手） 
○阿南英明．神奈川県における小児周産期
リエゾンを活用した COVID-19 入院調整体
制の教訓【小児周産期委員会企画】第 28
回 日 本 災 害 医 学 会 総 会 ・ 学 術 集 会 
2023.3.9.（岩手） 
○阿南英明．MCLS-CBRNE コースの改訂
について、MCLS の新たなコースの照会
【MCLS 委員会企画】第 28 回日本災害医
学会総会・学術集会 2023.3.10．（岩手） 
  
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
 

 
  



表 1  プラン A における重点受援 10 県と支援県の組み合わせ 

 
 
  



表 2  プラン B における重点受援 4 県と支援県の組み合わせ 

 
 
表 3 プラン C における重点受援 6 県と支援県の組み合わせ 

 
 



 
図 1 降灰による種々の障害 
 
 
 
 
回数 病院数 割合 

0 回 247 29.6% 

1 回 333 39.6% 

2 回 127 15.1% 

3 回 55 6.5% 
4 回以上 77 9.2% 
表３ DMAT 指定医療機関の派遣実態 
 
図 1  
 

回数 病院数 割合 

0 回 210 27.1% 
1 回 306 39.5% 
2 回 127 16.4% 
3 回 55 7.1% 
4 回以上 77 9.9% 
表 4 災害拠点病院の派遣実態 



 
 
 
  



資料１ 

 
STEP0  平時の準備・調査・把握 
①日常病院での使用量を把握： 
・水（L）  ・酸素（L）  ・電気（W/h） 
②非常時の備蓄・非常時代替： 
・水備蓄、井戸水・雨水（L） 
・非常電源時燃料備蓄（平時何％出力で持続時間）（L）；油種・補給口形状 
③職員参集：職種毎、時間毎に災害時参集可否予測調査 
STEP1  場の安全評価（緊急避難の要否）火災・建物倒壊・津波・原子力・土砂・水害 
リスク あり  ➡ 病院行動評価群０ 
⇓ なし 

STEP2  患者の生命維持機能評価（当面 24 時間の評価） 
・酸素：配管からの酸素供給可能か、または電気供給によるさんそ酸素濃縮器対応が可能 
・電気 ：電子カルテ・画像検査や臨床検査実施可能か、集中治療特有の機器（モニター、
輸液ポンプ、人工呼吸器、腎代替療法機器、人工心肺装置、IABP など）の使用が可能か否
か。※透析病院などで、水が生命維持に大きく関わる患者が多数入院している場合は、
STEP2 での評価に水を考慮しても良い 
リスク あり  ➡ 病院行動評価群Ⅰ               
 ⇓ なし 
STEP3  衛生・生活機能評価と将来予測評価（長期的な機能維持ができるか否か） 
１）初日の評価をいつまで継続できるのかについての検討し、翌日、翌々日などに関して
残存資源を基に算出する。以下に算出例を示す。 
①自家発電燃料：燃料残量÷1 日の使用量（規定最大出力時）＝予想稼働日数 
②酸素：タンク内残存液体酸素量÷1 日使用量（平時の 80%程度を想定）＝予想稼働日数    



③ 水：貯水量÷1 日使用量（平時の 80%程度を想定）＝予想稼働日数 
＊雨水・地下水利用が可能な場合は適宜、1 日使用量から削減 
④職員の参集状況予測や支援予測に基づいて、翌日以降の行動評価群を検討する 
２）衛生・生活機能に関わる評価と将来予測の評価を行い、長期的な機能維持の可否を判
断する。  
・水：透析（頻度・内容の変更を検討）、長期的には機器の洗浄に必要 
・空調 ：特に夏季・冬季は必須で依存する燃料 （電気・ガス・石油燃料）から判断      
・臨床検査：3 系統（血算・一般化学・凝固能）全て可能か、1 系統でも欠落するのか  
      ＊集中治療には臨床検査 3 系統が必須                                                       
・X 線撮影：実施可可否を判断 
・CT 検査 ：実施可否を判断（非常電源使用可否と床面歪みや機器不具合） 

＊集中治療には必須 
・薬剤/医療資機材：入院患者の管理を維持することの可否を判断する 

＊外来処方の可否に関して院外処方箋薬局機能を加味して判断 
・入浴： 1 週間以上の滞在では衛生上必要 
・リネン：1 週間以上では衛生管理上交換が必要。自院での洗濯の可否も加味して判断  
・トイレ：停電時水洗トイレ使用禁止、簡易トイレ準備、雨水・地下水活用下の水洗検討 
・電気  ：可能な範囲では消灯・節約、エレベーター使用の可否 
・食料・飲水  ：患者及び職員分（時に職員家族） 
 
一時的に障害あるが回復の可能性ある＊ or 一部機能障害がある 
＊台風・落雷などによる一時的停電など、一定の時間経過により機能回復が見込める場合 
 ➡ 病院行動評価群Ⅱ 
大きな制限なく機能維持可能 
 ➡ 病院行動評価群Ⅲ                       

 
 


